
　第７章　交通整備政策とその長期的効果についての考察

7.1　概説

　 本 章 で は 、 第 ３ 章 か ら 第 ６ 章 ま で の 分 析 結 果 を も と に 、 第 ２ 章 で 示 し た こ れ ま で の 国 土 整 備 や

交通網整備に関する政策の結果、長期的にどのような変化が国土に生じたかについて考察する。

　 7 . 2 で は 、 第 ３ 章 か ら 第 ６ 章 ま で の 分 析 結 果 を も と に 、 明 治 期 以 降 の 歴 史 的 な 政 策 に よ り 行 わ れ

た交通網などの整備により、長期的にどのような効果が生じたかについて考察を行う。

　 7 . 3 で は 、 7 . 2 の 分 析 を も と に 、 政 策 の 開 始 や 目 標 の 達 成 な ど に つ い て 時 期 的 な 観 点 か ら 整 理 す る

と と も に 、 こ れ ま で の わ が 国 の 国 土 や 交 通 に 関 す る 政 策 の 実 施 と そ れ に 伴 う 影 響 の サ イ ク ル に つ

いて考察を行い、今後の政策立案において必要な視点について提案を行う。

　最後に7.4では、本章の結果をまとめる。

7.2　交通整備政策が国土に与えた長期的効果の考察

7.2.1　明治期の政策に関する効果の考察

(1)政策の概要

　 明 治 期 の 我 が 国 の 国 土 政 策 と し て は 、 表 7 . 1 の よ う に 、 主 と し て 中 央 集 権 体 制 の 確 立 と 「 富 国 強

兵 ･ 殖 産 興 業 」 に 表 さ れ る 経 済 振 興 と 軍 事 強 化 に あ っ た 。 こ の よ う な 目 的 の た め 、 明 治 期 に お い て

は 、 東 海 道 線 を は じ め と す る 全 国 的 な 幹 線 鉄 道 網 の 建

設 に よ り 、 特 に 新 首 都 で あ る 東 京 と 各 地 域 と の 間 の 所

要時間の短縮が意図されていたと考えられる。

(2)国土の整備状況

　 こ の 時 期 に は 、 都 道 府 県 庁 所 在 都 市 間 を 結 ぶ 幹 線 鉄

道 の 建 設 が 行 わ れ て い る 。 幹 線 鉄 道 網 建 設 途 上 の 1 8 9 8

年 ( 明 治 3 1 ) 年 に お け る 都 市 間 交 通 網 を 表 7 . 2 お よ び 図 7 . 1

に 示 す が 、 一 時 的 に 幹 線 交 通 網 に 接 続 さ れ て い る 地 域

と そ う で な い 地 域 と の 間 に 、 交 通 利 便 性 の 差 が 生 じ て

いる。

(3)都市間の所要時間への影響

　 こ の よ う な 交 通 網 に お け る 都 市 間 の 所 要 時 間 と し て

は 表 7 . 3 の よ う な 状 況 で あ っ た 。 同 表 は 各 道 府 県 と 東 京

と の 間 の 片 道 の 時 間 距 離 が 初 め て 7 時 間 3 0 分 以 下 と な っ

た 年 次 （ 第 ３ 章 で の 分 析 年 次 ） を 示 し た も の で あ る 。
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図7.1　1898年の都市間交通網
　　　　 (図3.12その1を再掲)
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な お 、 片 道 7 時 間 3 0 分 と は 第 ３ 章 の 基 準 で 算 出 し た 滞 在 可 能 時 間 の 場 合 、 訪 問 地 で ３ 時 間 を 確 保 で

き る だ け の 所 要 時 間 に 相 当 し 、 ほ ぼ 1 日 の 生 活 時 間 帯 内 に 現 地 に 移 動 可 能 な 時 間 数 で あ る 。 こ の 表

よ り 、 ま ず 新 都 東 京 と 古 都 京 都 を 結 ぶ 政 策 目 標 に 関 し て 、 東 海 道 本 線 そ の も の は 1 8 8 9 ( 明 治 2 2 ) 年

に 全 通 し て い る が 、 7 時 間 3 0 分 以 内 に 到 達 で き る よ う に な っ た の は 、 東 京 を 出 発 す る 場 合 で
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表7.1　明治期の政策と検討項目(表2.13の一部を再掲)
考察の視点

時 期 目 的 方法 法整備など 実施事項 実施による主な影響

所
要
時
間

交
流
可
能
性

圏
域
構
造

人
口
分
布

人心一新 鉄道建設 特になし
新橋-横浜間鉄道建
設(1872)

（心理的影響）

前
維新政府の
支配力強化

東京-京都間の所要時間短
縮 ●

中央集権
確立

古都と東京を結
ぶ

〃 東海道線建設
東京及び東海道線沿線で
の交流可能性の向上 ●
上記地域における圏域構
造の変化 ●

明 期

富国強兵 経済振興

重要港湾と都市
を結ぶ

特になし
新橋-横浜間、大阪
-神戸間(1874)鉄道
建設

左記区間の所要時間短縮 ●

治
殖産興業 軍事利用 主要地点間の移

動時間短縮
〃 幹線鉄道建設開始 都市間の所要時間短縮 ●

所要時間変化に伴う交流
可能性の変化 ●
交流可能性の変化に伴う
地域間の結びつきの変化 ●
東京までの所要時間短縮 ●

後
所要時間変化に伴う交流
可能性の変化 ●

富国強兵
殖産興業

経済振興
軍事利用

東京と都道府県
庁所在地を結ぶ

鉄道敷設法(1892)
幹線鉄道網建設促
進

交流可能性の変化に伴う
地域間の結びつきの変化 ●
幹線鉄道網完成に伴う全
国的な人口の変化 ●
幹線鉄道沿線での人口変
化 ●

期 都市間の所要時間短縮 ●
輸送効率向上と
運賃の通算

鉄道国有法(1906)
幹線鉄道網の国有
化

所要時間変化に伴う交流
可能性の変化 ●
交流可能性の変化に伴う
地域間の結びつきの変化 ●

表7.2　1898(明治31)年における交通網の概要 (表3.9の一部を簡略化の上再掲)
時期 交通網の概要

1898年
(明治31年)

鉄道網の骨格が形成されつつあるが,鉄道未整備,或いは整備されていても東海道線などを中心とするﾈｯﾄﾜｰｸに接続
していない県が17ある　

表7.3　所要時間が片道7時間30分以下となった年次 （その１：東京を訪問する場合）
東京を 北 海 道 ・ 東 北 関 東 北陸・甲信越 東海 近 畿 中 国 四国 九 州

訪問する場合
訪＼発 札

幌
青
森
盛
岡
仙
台
秋
田
山
形
福
島
水
戸
宇
都
宮
前
橋
浦
和
千
葉
東
京
横
浜
新
潟
富
山
金
沢
福
井
甲
府
長
野
岐
阜
静
岡
名
古
屋
津 大津

京
都
大
阪
神
戸
奈
良
和
歌
山
鳥
取
松
江
岡
山
広
島
山
口
徳
島
高
松
松
山
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

最短所要時間 東京 ○○○▲△○▲■■■■■ ■▲○○○●■▲■▲□○○○○○○○○○○△○○○○○○○△○○○
滞在可能時間 東京 ○×△○×△○●■■■■ ■△△△△●○○■○○○○○○○○××○△△△△△△○△△△△△△

期待所要時間 東京 ○×△○×△○●■●■■ ■△△△△▲○○●○○○○○○○○×△△△△△△△△△△×△△△△

（その２：東京を出発する場合）
東京から 北 海 道 ・ 東 北 関 東 北陸・甲信越 東海 近 畿 中 国 四国 九 州
出発する場合

発＼訪 札
幌
青
森
盛
岡
仙
台
秋
田
山
形
福
島
水
戸
宇
都
宮
前
橋
浦
和
千
葉
東
京
横
浜
新
潟
富
山
金
沢
福
井
甲
府
長
野
岐
阜
静
岡
名
古
屋
津 大津

京
都
大
阪
神
戸
奈
良
和
歌
山
鳥
取
松
江
岡
山
広
島
山
口
徳
島
高
松
松
山
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

最短所要時間 東京 ○△○▲△○▲■■■■■ ■□○○○●▲▲■▲▲○▲○○○○△○○○△○○○○○○○△○○○

滞在可能時間 東京 ○×△○△△○■■■■■ ■○△△○▲▲○■○○○○○○○○△△○△△○△○△○△△△△○○

期待所要時間 東京 ○×△○×△○●■●■■ ■△△△△▲○○▲○○○○○○○○××△△×△△△△○△×△△△△

（片道7時間半以下 ■:1898年から ●:1915年から ▲:1934年から □:1950年から ○:1961年から △:1975年から ×:1990年から）



1 9 3 4 ( 昭 和 9 ) 年 で あ り 、 し か も 最 短 所 要 時 間 の み で あ る 。 相 互 に 7 時 間 3 0 分 以 内 に 到 達 で き る よ う

になったのは各所要時間指標とも在来線の改良の進行した1961(昭和36)年以降となっている。

　 次 に 、 港 湾 都 市 と 大 都 市 と を 結 ぶ 目 的 に 対 し て は 、 1 8 7 2 ( 明 治 5 ) 年 に 新 橋 - 横 浜 間 が 、 1 8 7 4 ( 明 治

7 ) 年 に 大 阪 - 神 戸 間 に そ れ ぞ れ 鉄 道 が 建 設 さ れ 、 そ れ ぞ れ 1 8 9 8 年 に お い て 最 短 所 要 時 間 で 5 0 分 程

度、期待所要時間でも90分程度で結ばれている。

　 ま た 、 全 国 の 道 府 県 と 東 京 と を 鉄 道 で 結 ぶ 目 的 に 関 し て は 、 鉄 道 の 整 備 そ の も の は 明 治 期 の 終

わ り 頃 ま で に ほ ぼ 全 国 に 鉄 道 網 が 整 備 さ れ て い る 。 所 要 時 間 の 点 か ら は 、 東 京 と の 時 間 距 離 が 7 時

間 3 0 分 以 下 と な っ た の は 、 表 7 . 3 よ り 関 東 地 方 の 各 県 で は 1 8 9 8 年 に お い て ほ ぼ 達 成 さ れ 、 東 海 地 方

や 甲 信 越 地 方 で も 1 9 3 4 年 頃 ま で に 最 短 所 要 時 間 で は 達 成 さ れ て い る 。 全 国 的 に 達 成 さ れ る の は 、

最 短 所 要 時 間 で は 幹 線 鉄 道 の 改 良 や 航 空 機 の 出 現 し 始 め た 1 9 6 1 年 頃 で あ り 、 交 通 機 関 の 運 行 頻 度

な ど を 考 慮 し た 実 質 的 な 交 通 利 便 性 の 視 点 に よ る と 、 滞 在 可 能 時 間 や 期 待 所 要 時 間 で は 新 幹 線 や

ジェット機の利用できるようになった1975年以降となっている。

　 さ ら に 、 全 国 の 主 要 地 域 間 を 交 通 網 で 結 ぶ 目 的 に 対 し て も 、 鉄 道 網 そ の も の は 明 治 期 の 終 わ り

頃 ま で に 整 備 さ れ て い る が 、 所 要 時 間 の 点 で は 、 表 7 . 4 の よ う に 1 9 1 5 年 ま で に 7 時 間 半 で 結 ば れ て

いたのは、近隣の都道府県間のみであった。

　 鉄 道 の 国 有 化 （ 1 9 0 6 年 ） に 関 し て は 、 当 時 の 日 本 鉄 道 沿 線 の 関 東 や 東 北 、 関 西 鉄 道 沿 線 の 中 部

や 近 畿 、 山 陽 鉄 道 沿 線 の 瀬 戸 内 海 側 地 域 な ど を 発 着 地 と す る 場 合 に つ い て 、 新 線 建 設 が 行 わ れ た

訳 で は な い に も 関 わ ら ず 、 表 7 . 4 に お い て 1 8 9 8 年

か ら 1 9 1 5 年 に か け て 期 待 所 要 時 間 が 新 た に 7 時 間

半 以 下 に な っ た 区 間 が あ り 、 乗 り 継 ぎ の 利 便 性

の向上などがあったと考えられる。

(4)交流可能性への影響

　 京 都 や 全 国 各 道 府 県 を 交 通 機 関 で 結 び 、 東 京

を 中 心 と す る 中 央 集 権 を 確 立 さ せ る 目 的 に 関 し

て は 、 全 都 市 間 の 交 通 利 便 性 を 考 慮 し た 分 析 が

必 要 で あ る 。 表 7 . 5 は 、 ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 が 上

位 1 0 位 ま で の 都 道 府 県 の 推 移 を 示 し た も の で あ

る が 、 東 京 は 1 9 3 4 ( 昭 和 9 ) 年 以 降 は 一 貫 し て 首 位

と な っ て お り 、 交 通 網 整 備 と 人 口 分 布 の 変 化 に

よ り 、 昭 和 初 期 頃 ま で に 東 京 を 頂 点 と す る 国 土

構造が完成したと考えられる。

　 ま た 、 全 国 的 に は 図 7 . 2 の よ う に 鉄 道 網 建 設 途

上 に お い て 一 時 的 に 太 平 洋 側 地 域 な ど で 交 流 可
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1.3倍以上

1.1倍以上　1.3倍未満

0.9倍以上　1.1倍未満

0.7倍以上　0.9倍未満

0.7倍未満

図7.2　「道路」と1898年の
　　　　　　　　交流可能性の比較 (図4.2を再掲)



能 性 が 相 対 的 に 大 き く な っ て お り 、 東 京 を 中

心 と す る 交 通 網 整 備 に よ り 、 早 期 に 鉄 道 が 建

設 さ れ た 地 域 の 優 位 性 が 高 ま る と い う 副 効 果

があったと考えられる。

(5)圏域構造の変化

　 こ の よ う な 全 国 的 な 交 流 可 能 性 の 変 化 に よ

り 、 地 域 間 の 結 び つ き 方 も 変 化 し て い る 。 近

代 交 通 網 が 整 備 さ れ る 以 前 で は 図 7 . 3 の よ う な 構 造 で あ っ た も の が 、 幹 線 鉄 道 網 が 全 国 的 に 行 き 渡

る こ と に よ り 、 図 7 . 4 の よ う に 変 化 し て お り 、 地 理 的 な 距 離 よ り も 交 通 網 の 整 備 の 方 が 大 き く 影 響

し 始 め て い る 。 こ の よ う な 圏 域 構 造 の 変 化 か ら 、 交 通 網 整 備 に よ る 中 央 集 権 体 制 の 強 化 に つ い て
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表7.4　期待所要時間の変遷（7時間30分以下となった年次）

北 海 道 ・ 東 北 関 東 北陸・甲信越 東海 近 畿 中 国 四国 九 州

訪＼発 札
幌
青
森
盛
岡
仙
台
秋
田
山
形
福
島
水
戸
宇
都
宮
前
橋
浦
和
千
葉
東
京
横
浜
新
潟
富
山
金
沢
福
井
甲
府
長
野
岐
阜
静
岡
名
古
屋
津 大津

京
都
大
阪
神
戸
奈
良
和
歌
山
鳥
取
松
江
岡
山
広
島
山
口
徳
島
高
松
松
山
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

北 札幌 △ × △△○△ ××
海 青森 × ▲△▲×△ × ××××
道 盛岡 ×▲ ●△△△×△×△×△×× × ××
・ 仙台 ×△▲ ×□■○▲△○△○△×× ×××△△ ×××× × ×
東 秋田 ×▲○× ○××××××××△

山形 ××△□○ ●△△△△△△△△ × △× ××
北 福島 ××○■△● ○▲△○△○○△× △××△△××△△×× ×× ×

水戸 △××▲××○ ●▲●▲●▲△× ×○△△○△△△△○△△△ △× ×△× △×
宇都宮 △×△○×○●■ ●■▲■●△××△○○△▲△△△○○△△△ △× ×△××△× △

関 前橋 × ×△××○▲■ ■▲●▲△×××○■△○△△△△○△△× ×× ×× △
浦和 △×△○×△▲●■■ ■■■△△△△▲▲○▲○△○○○○○○× △△×△△△△△△ ×△△×

東 千葉 △××○×△○▲●▲■ ■■△△△△▲○○▲○△○○○○○△ △△×△△△△△△ △△×
東京 ○×△○×△○●■●■■ ■△△△△▲○○●○○○○○○○○×△△△△△△△△△△×△△△△
横浜 △××○×△○▲●▲■■■ △△△△▲○○■▲○○○○○○○××△△×△△△△△△ △△△×

北 新潟 ××△△×△△△△△△△ △△△×○×△△××△△×× ×× ×
陸 富山 × ×××△△△△△△ ●●×▲△△△△△△△△△△ △×
・ 金沢 × ××××△△△△△● ■×△○△○△○○○△△△ △△ △ ×
甲 福井 × ××××△△△△△●■ ×△▲△▲○▲▲▲○○△ △△ △△×△△ △
信 甲府 × ×△ ×△○○○▲▲▲▲×× × ▲△▲○△△△△△△ ×× × △
越 長野 ×× ××△△□○○○○△○△△▲ △△△△△△△×× ×

岐阜 × ×× ×△△△○○○○×○○▲△△ ●■●■■●▲▲▲△×○△×△△△△△× △△
東 静岡 △ ×△××△○○○▲▲▲●△△△△▲△● ●○▲▲○○○△× △△×△△××△× △△
海 名古屋 × ×△ ×△△○△○○○○×△○▲△△■■ ■■●●▲▲▲△△○△△△△△△△△××△△×

津 × ×△△△△△○○×△△○△△●▲■ ■●▲▲■▲ ▲△×△△△△△ △△
大津 × × ×△△△○○○○×△○▲△△■▲■■ ■■■■●○△▲○△○○△△○△××△△△
京都 × ×× ××△○△○○○○×△○▲△△■▲■▲■ ■■■●○△●○△○○△△○△×△△△△

近 大阪 × △ ××○○△○○○○×△○▲△△■○●▲■■ ■■●○△●○△○○△△○○△△△△△
畿 神戸 × ×△○△○○○○×△△▲△×●○●▲■■■ ■●○△■▲△○▲△△○△×△△△△

奈良 × × ×△△△○○○○×△△▲△△●○●●■■■■ ●△△▲○△△○△△○△××△△△
和歌山 × ××××○○○○××△○ ▲△▲▲●●●●● △×▲△×○○△△△× ×△△
鳥取 × ×× × △×△×○○○△△△ ●○△× △ ×

中 松江 × × △ △△△△△×● △△△ × ×
岡山 × ××△×△△△△×△△△ ○△○△▲▲▲■▲▲○○ ●△○●○△△△×△△△△

国 広島 × △△△△ △△ △△△△△○○○△△△△■ ▲△○○△○△△△△△×
山口 × ×× × ××△×△△△△△△ ×○● ×△△ ▲○×○○××
徳島 × △×△△ △ △△△△○○○○○○ ○△× □○○△ △

四 高松 × △△△△ ×△ △△○△○○○▲○○△×●○△□ ▲□△× ×△△
国 松山 × △× ××△ △△○○△△ ○○△△▲ △△× ×

高知 × △× × △ △△△△△△ △△ ○□○ △
福岡 △△ △△○△ × △△△△○○○○○○××△○▲△△△△ ■▲■▲△△
佐賀 △△△△ ××△ △○○△△× △△○△△× ■ ●●○△△

九 長崎 × × ×△△× ×△× × ▲● ○×××
熊本 × △△ △ △△○△△× △△△ × ■●○ ○△○

州 大分 × △△ × △ △△△△△△ △△△△△× ▲○×▲ ○×
宮崎 △△ △ △△△△△△ △×× △× ×▲ ▲
鹿児島 △ △△△ ××× ○△×▲ ▲

（片道7時間半以下 ■:1898年から ●:1915年から ▲:1934年から □:1950年から ○:1961年から △:1975年から ×:1990年から）

表7.5　アクセシビリティ値の上位10都府県の推移
順位 道路 1898 1915 1934 1950 1961 1975 1990
1 大阪 東京 大阪 東京 東京 東京 東京 東京
2 東京 大阪 東京 大阪 神奈川 神奈川 神奈川 神奈川
3 滋賀 神奈川 京都 神奈川 大阪 大阪 大阪 埼玉
4 京都 京都 愛知 埼玉 埼玉 埼玉 埼玉 大阪
5 奈良 滋賀 滋賀 京都 千葉 京都 愛知 愛知
6 神奈川 埼玉 神奈川 滋賀 愛知 千葉 京都 京都
7 愛知 愛知 埼玉 奈良 京都 兵庫 千葉 千葉
8 兵庫 兵庫 兵庫 愛知 兵庫 愛知 兵庫 兵庫
9 埼玉 奈良 奈良 兵庫 滋賀 滋賀 滋賀 滋賀
10 三重 静岡 千葉 千葉 奈良 奈良 静岡 静岡



一定の効果が見られると言える。

(6)人口分布等への影響

　 政 策 目 標 と し て は 明 示 さ れ て い な い が 、 都

市 間 を 結 ぶ 鉄 道 網 整 備 の 時 期 の 特 徴 に よ り 、

図 7 . 5 の よ う に そ の 後 の 都 道 府 県 人 口 に も 大 き

な影響を与えたと考えられる。

7.2.2　大正期の政策に関する効果の考察

(1)政策の概要

　 大 正 期 の 政 策 と し て は 、 表 7 . 6 の よ う に 、 主 と し て 明 治 期 の 急 激 な 中 央 集 権 体 制 確 立 の 反 省 か

ら、地方部での交通網整備に重点を置き、支線鉄道網の拡大政策が採られている。

(2)国土の整備状況

　 こ の 時 期 は 支 線 鉄 道 網 の 拡 大 に 政 策 の 重 点 が 置 か れ て い た た め 、 1 9 1 5 ( 大 正 4 ) 年 に お け る 都 市 間

交 通 網 は 表 7 . 7 お よ び 図 7 . 6 に 示 す よ う な 状 況 で あ っ た 。 明 治 期 の 終 わ り 頃 ま で に ほ ぼ 完 成 し た 全 国

的 な 都 市 間 幹 線 鉄 道 網 そ の も の に は 大 き な 変 化 の 無 か っ た 時 期 で あ る が 、 こ の 政 策 に よ り 列 島 の

日本海側と太平洋側などを横断する鉄道が建設されている。

(3)都市間の所要時間への影響

　 こ の 期 間 中 は 新 た な 幹 線 鉄 道 の 建 設 は 少 な か っ た た め 移 動 速 度 そ の も の は あ ま り 大 幅 な 向 上 が

無 か っ た が 、 運 行 頻 度 が 増 大 し て お り 、 7 . 2 . 1 の 表 7 . 4 に お い て 1 8 9 8 年 か ら 1 9 1 5 年 、 お よ び 1 9 1 5 年 か
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図7.3　近代交通網整備以前における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（図4.19を再掲）

図7.4　1915年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造
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図7.5　交流可能性の変遷の特徴による都道府県群の
人口シェアの推移(1890年を１とする)(図6.1を再掲)



ら 1 9 3 4 年 に か け て そ れ ぞ れ 新 た に 期 待 所 要 時 間 が 7 時 間 半 以 下 に な っ た 区 間 が 存 在 し て い る 。 こ の

た め 、 地 方 部 で の 振 興 を 目 的 と し て い る に も 関 わ ら ず 、 早 期 に 鉄 道 が 建 設 さ れ た 地 域 と 遅 か っ た

地域との間で、交通利便性の差が徐々に拡大していたと考えられる。

(4)交流可能性への影響

　 交 流 可 能 性 の 点 で は 、 1 9 1 5 年 か ら 1 9 3 4 年 に か け て の 変 化 を 示 し た 図 7 . 7 の よ う に 、 大 幅 な 変 化 は

な か っ た も の の 、 首 都 圏 な ど で ア ク セ シ ビ リ テ ィ 値 が 向 上 し 、 全 国 的 な 交 流 可 能 性 の 差 が 若 干 大

き く な っ て い る 。 こ の 時 期 に は 、 鉄 道 敷 設 法 が 改 正 さ れ て い る が 、 幹 線 鉄 道 網 の 輸 送 力 強 化 を 唱

え る 改 主 建 従 論 と 鉄 道 ネ ッ ト ワ ー ク の 拡 大 を 唱 え る 建 主 改 従 論 と が 議 論 さ れ 、 建 主 改 従 論 が 採 択
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表7.6　大正期の政策と検討項目(表2.13の一部を再掲)
考察の視点

時 期 目 的 方法 法整備など 実施事項 実施による主な影響

所
要
時
間

交
流
可
能
性

圏
域
構
造

人
口
分
布

大 地方振興
支線鉄道網の拡
充

改正鉄道敷設法
(1922)

支線鉄道網建設促
進

都市間交通における所要
時間は変化なし ●

正
支線鉄道沿線での人口変
化 ●

図7.6　 大正４(1915)年における
都市間交通網(図3.12その2を再掲)

鉄道路線
新たに加わった鉄道路線
航路

都道府県庁所在地

表7.7　1915(大正4)年における交通網の概要 (表3.9の一部を再掲)
時期 交通網の概要

1915年
(大正4年)

奥羽線,北陸線,信越線,中央線,鹿児島線などが全通し,山陰線,日豊線なども一部開通したため,ほとんどの都市が鉄
道でつながった　しかし,四国4県と宮崎は未整備である　



さ れ て い る 。 改 主 建 従 論 の 唱 え る 幹

線 鉄 道 網 の 改 良 は 戦 後 の 1 9 6 0 年 頃 に

行 わ れ て お り 、 も し 大 正 期 に 改 主 建

従 が 決 定 さ れ て い た 場 合 、 1 9 6 0 年 頃

に 見 ら れ た 交 流 可 能 性 の 全 国 的 な 差

の 拡 大 過 程 が 大 正 期 か ら 昭 和 初 期 に

か け て 再 び 見 ら れ た 可 能 性 が あ る 。

つ ま り 、 大 正 期 の 政 策 の 目 的 を 地 域

格 差 拡 大 の 防 止 と い う 点 か ら 見 る な

ら ば 、 全 国 の 都 市 間 の 相 対 的 な 位 置

関係がほとんど変化しなかったことは一定の効果であったと見ることも可能である。

(5)圏域構造の変化

　 地 域 間 の つ な が り 方 に つ い て は 大 正 期 の 1 9 1 5 年 を 示 し た 7 . 2 . 1 の 図 7 . 4 と 昭 和 初 期 の 1 9 3 4 年 を 示 し

た 図 7 . 8 と で は む し ろ 大 都 市 圏 を 中 心 と す る 構 造 が 強 化 さ れ て お り 、 交 通 網 に 関 し て 中 央 集 権 的 な

構造を覆すには至っていない。

(6)人口分布等への影響

　 全 国 的 な 鉄 道 ネ ッ ト ワ ー ク の 拡 大 に 伴 い 、 図 7 . 9 の よ う に 、 こ の 時 期 以 降 に 鉄 道 が 整 備 さ れ た 市

町 村 に お い て も 整 備 さ れ な か っ た 市 町 村 に 比 べ る と 人 口 シ ェ ア の 伸 び が 大 き く 、 地 方 の 意 見 を 反

映した改正鉄道敷設法による政策には一定の効果があったと見られる。

　 一 方 、 都 市 間 交 通 網 の 点 で は 、 1 9 1 5 年 で は 幹 線 鉄 道 網 は ほ ぼ 完 成 し て い た た め 、 図 7 . 7 の よ う に

都 道 府 県 の 相 対 的 な 交 流 可 能 性 の 観 点 か ら は 大 き な 影 響 は な か っ た 。 し か し 、 1 8 9 8 年 頃 に 一 時 的

な 交 流 可 能 性 の 格 差 が 生 じ た こ と に よ り 国 土 の 構 造 が 大 き く 変 化 し た と 考 え ら れ 、 7 . 2 . 1 の 図 7 . 5 の

ように地域人口の差は増大し続けている。

7.2.3　昭和戦前～戦時の政策に関する効果の考察

(1)政策の概要
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図7.8　1934年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造(図4.21を再掲)
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　 昭 和 期 の 戦 前 の 政 策 と し て は 、 表 7 . 8 の よ う に 軍 事 目

的 の も の が 多 く な っ て い る 。 こ れ ら は 地 域 に 変 化 を も た

ら す よ う な 政 策 で は な く 、 実 現 す れ ば 地 域 に 大 き な 影 響

を 与 え た で あ ろ う 高 速 道 路 や 高 速 鉄 道 な ど の 交 通 網 整 備

も 実 現 し て い な い た め 、 特 に 効 果 を 検 討 す べ き 政 策 そ の

も の が 存 在 し て い な か っ た 時 期 で あ る 。 む し ろ 、 国 家 総

動 員 法 に よ る 軍 事 輸 送 の 重 視 に よ り 、 こ の 時 期 に は 一 般

の旅客輸送の利便性は停滞している。

(2)国土の整備状況

　 高 速 道 路 や 高 速 鉄 道 の 建 設 も 計 画 さ れ て い た が 、 こ れ

ら は と も に 実 現 に は 至 っ て い な い 。 こ の 期 間 中 の 1 9 3 4 年

に お け る 交 通 網 の 概 要 は 表 7 . 9 お よ び 図 7 . 9 に 示 す よ う な

状 況 で あ っ た が 、 都 市 間 交 通 に 利 用 さ れ る 鉄 道 網 は こ の

時点で既に完成している。

(3)都市間の所要時間への影響

　 こ の 時 期 に お い て は 、 図 7 . 1 0 の よ う に 都 道 府

県 庁 所 在 都 市 間 の 所 要 時 間 は 増 加 す る 傾 向 に あ

る 。 7 . 2 . 1 の 表 7 . 4 で は 、 こ の 期 間 の 前 後 の 1 9 3 4 年

か ら 1 9 5 0 年 に か け て 新 た に 期 待 所 要 時 間 が 7 時

間 半 以 下 と な っ た Ｏ Ｄ は 四 国 の 徳 島 や 高 知 な ど

を 発 着 地 と す る 場 合 お よ び 仙 台 - 山 形 間 で あ る 。

そ れ ま で 一 部 区 間 が 未 開 通 で あ っ た 鉄 道 が こ の

時 期 に 開 通 し た こ と に よ っ て 都 市 間 の 所 要 時 間
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表7.8　昭和(戦前～戦中)期の政策と検討項目(表2.13の一部を再掲)
考察の視点

時 期 目 的 方法 法整備など 実施事項 実施による主な影響

所
要
時
間

交
流
可
能
性

圏
域
構
造

人
口
分
布

戦 軍事
輸送効率
向上

交通・産業の管
理強化

国家総動員法
(1938)

貨物輸送の重視
都市間の旅客交通への悪
影響 ●

昭 前 高速交通
網整備

高速道路建設
内務省の調査
(1940)

名神高速道路実施
設計着手

（実現せず）

和 戦
時

軍事
高速交通
網整備

高速鉄道建設
大東亜交通基本政
策(1942)

東京-下関間高速鉄
道建設着手

（実現せず）

表7.9　1934(昭和9)年における交通網の概要 (表3.9の一部を再掲)
時期 交通網の概要

1934年
(昭和9年)

羽越線,日豊線,山陰線,などが全通するとともに,高山線,伯備線,豊肥線などの横断線路も整備され,土讃線を除き幹
線はほぼ完成している　また,一部に航空路線が開設されているが運賃や運送力の面で交通ﾈｯﾄﾜｰｸとしてはまだ一般
的ではない　

図7.9　 昭和９(1934)年における
都市間交通網(図3.12その３を再掲)

鉄道路線
新たに加わった鉄道路線
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図7.10　1934年から1950年にかけての
　　　　　　　　　　　積み上げ所要時間の増加

区間数



の 短 縮 が 行 わ れ て い る 。 し か し 、 こ れ ら 以 外 で は

所 要 時 間 の 短 縮 は な く 、 軍 事 を 主 体 と す る 政 策 お

よ び 第 二 次 世 界 大 戦 は 都 市 間 の 所 要 時 間 に 悪 影 響

を及ぼしていたと考えられる。

(4)交流可能性への影響

　 都 市 間 交 通 網 の 変 化 が ほ と ん ど 無 く 、 ま た 図 7 . 5

や 図 7 . 8 か ら も わ か る よ う に 、 戦 争 を 挟 む 時 期 で あ

り 、 地 域 間 の 人 口 移 動 も 一 時 的 な 疎 開 を 除 き ほ と

ん ど 無 か っ た た め 、 図 7 . 1 1 の よ う に 1 9 3 4 年 か ら

1 9 5 0 年 に か け て は 交 流 可 能 性 の 変 化 も ほ と ん ど 無

かった。

(5)圏域構造の変化

　 相 対 的 な 交 流 可 能 性 に 変 化 が な か っ た た め 、 圏

域構造の面でも変化はほとんど無かった。

(6)人口分布等への影響

　 図 7 . 5 や 図 7 . 8 か ら も わ か る よ う に 、 戦 時 下 で の 疎 開 に よ る 人 口 移 動 が 一 時 的 に 見 ら れ た も の の 、

交通網などの整備による人口移動等はほとんど無かったと考えられる。

7.2.4　昭和戦後復興期～高度成長期～オイルショックまでの政策に関する効果の考察

(1)政策の概要

　 戦 後 復 興 期 か ら 高 度 経 済 成 長 期 を 経 て 、 オ イ ル シ ョ ッ ク ま で の 政 策 と し て は 、 表 7 . 1 0 の よ う な

経済成長と地域間格差の是正の両立を目指したものが行われるようになってきている。

(2)国土の整備状況

　 戦 後 間 も な く の 復 興 期 か ら 高 度 成 長 期 に か け て は 、 重 点 的 な 産 業 投 資 を 行 う こ と に よ り 国 土 全

体 と し て の 発 展 を ね ら っ て い る が 、 大 都 市 圏 と 地 方 部 で の 格 差 が 問 題 と な り は じ め た 1 9 6 0 年 代 以

降 は 産 業 を 分 散 配 置 す る こ と が 行 わ れ て い る 。 交 通 網 整 備 は こ れ ら 産 業 拠 点 や 大 都 市 を 結 ぶ よ う

に 整 備 さ れ て い る 。 復 興 期 の 1 9 5 0 ( 昭 和 2 5 ) 年 お よ び 高 度 経 済 成 長 期 の 1 9 6 1 ( 昭 和 3 6 ) 年 の 交 通 網 の 状

況 は 表 7 . 1 1 の よ う な 状 況 で あ り 、 高 度 成 長 の 下 で 航 空 路 線 が 都 市 間 交 通 網 と し て 利 用 可 能 に な り

つつある時期である。

(3)都市間の所要時間への影響

　 都 市 間 交 通 と し て 航 空 路 線 が 利 用 可 能 に な る こ と に よ り 、 都 市 間 の 所 要 時 間 の 短 縮 が こ の 時 期

以 降 再 び 生 じ 始 め て い る 。 表 7 . 1 2 で は 、 1 9 5 0 年 で 新 た に 期 待 所 要 時 間 が 4 時 間 以 下 と な っ た 区 間 は

ほ ぼ 皆 無 で あ っ た も の が 、 1 9 6 1 年 で は 航 空 路 線 が 利 用 で き る よ う に な っ た 関 東 ･ 中 部 ･ 近 畿 ･ 九 州 な
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ど を 発 着 地 と す る 一 部 区 間 で 見 ら れ る よ う に な っ て き て い る 。 東 海 道 山 陽 新 幹 線 の 開 業 や 航 空 路

線 の 大 幅 な 増 加 が 生 じ た 1 9 7 5 ( 昭 和 5 0 ) 年 で は 、 期 待 所 要 時 間 が 4 時 間 以 下 と な っ た 区 間 が 大 幅 に 増

加しており、高度経済成長下での高速交通期間の整備の効果が見られる。

(4)交流可能性への影響

　 高 速 交 通 期 間 の 整 備 に よ る 都 市 間 の 所 要 時 間 の 短 縮 に よ り 、 地 域 の 交 流 可 能 性 に も 変 化 が 生 じ

て き て い る 。 図 7 . 1 2 お よ び 図 7 . 1 3 か ら わ か る よ う に 、 1 9 6 1 年 に お い て 大 都 市 圏 へ の 人 口 の 流 入 と 航

空 路 線 の 影 響 に よ り 、 首 都 圏 地 域 や 大 阪 な ど の 交 流 可 能 性 が 向 上 し 、 1 9 7 5 年 で は 新 幹 線 の 開 業 な

ど の 影 響 に よ り 、 沿 線 地 域 で の 交 流 可 能 性 が 向 上 し て い る 。 こ の よ う な こ と か ら 、 い わ ゆ る 太 平
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表7.10　昭和(戦後)期の政策と検討項目(表2.13の一部を再掲)
考察の視点

時 期 目 的 方法 法整備など 実施事項 実施による主な影響

所
要
時
間

交
流
可
能
性

圏
域
構
造

人
口
分
布

復
興

戦災復興 産業振興 傾斜生産方式
国土総合開発法
(1950)

鉄道への重点投資(
貨物輸送の重視)

都市間の旅客交通への影
響 ●

高
高度成長 経済振興

太平洋ベルト地
帯構想

所得倍増計画
(1960)

太平洋ベルト地帯
への重点投資

太平洋ベルトでの人口変
化 ●

度 格差是正 地域振興 拠点開発
全国総合開発計画
(1962)

新産業都市建設
新産業都市等による人口
変化 ●

経 輸送力増強
東海道新幹線計画
(1957)

新幹線開業(1964)
高速交通機関の整備に伴
う都市間の所要時間の変
化

●

済
産業や交通網の変化に伴
う地域人口の変化 ●

昭 成
交通網と人口変化に伴う
交流可能性の変化 ●

長
交流可能性の変化に伴う
地域間の結びつきの変化 ●

国土開発縦貫自動
車道建設法(1957)

高速道路沿線での人口変
化 ●

期 道路整備緊急措置
法(1958)

名神・東名高速道
路等建設

国土開発幹線自動
車道建設法(1966)

高 経済成長 都市間の所要時間変化 ●

度
格差是正 国土の有

効利用
交通網の変化に伴う地域
人口の変化 ●

成
大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
構想

経済社会発展計画
(1967)

幹線交通網等の整
備

交通網と人口変化に伴う
交流可能性の変化 ●

和 長
開発可能
性均衡化

交流可能性の変化に伴う
地域間の結びつきの変化 ●

期
国土利用
の再編成

新全国総合開発計
画(1969)

幹線交通網上への
工業配置

産業配置による人口変化 ●

以 地方分散 広域生活圏構想
地方都市整備

東京を頂点とする圏域構
造の変化 ●

降
圏域内交通網整備

地方都市を中心とする圏
域構造の形成 ●

　　表7.11　1950(昭和9)年および1961年(昭和36)年における交通網の概要 (表3.9の一部を再掲)
時期 交通網の概要

1950年
(昭和25年)

交通ﾈｯﾄﾜｰｸ自体は1934年時点と大差ないが,GHQの軍用輸送が行われるなど,第二次世界大戦の影響が残っている　経
済的に疲弊しているので,交通網に対する大規模な投資はほとんど行われていない　戦争の影響でこの時点において
は航空路線は存在していない　

1961年
(昭和36年)

新幹線開業３年前で,在来線については現在とほぼ同じﾈｯﾄﾜｰｸが完成し,複線化,電化等の輸送力増強が,進められてい
る　東海道線などでは優等列車が多数運行され,ｽﾋﾟｰﾄﾞ,ﾌﾘｰｸｴﾝｼｰの面で地方との差が生じている　また,航空路線が増加
しつつある　



洋 ベ ル ト 地 帯 へ の 重 点 的 な 投 資 に よ り 首 都 圏 ～ 中 京 圏 ～ 近 畿 圏 ～ 山 陽 地 方 の 国 土 に お け る ポ テ ン

シャルが向上していると言える。

(5)圏域構造の変化

　 1 9 3 4 年 で は す で に 大 都 市 圏 を 中 心 と す る 交 流 可 能 性 か ら み た 圏 域 構 造 が 形 成 さ れ て お り 、 そ れ

以 降 大 き な 構 造 の 変 化 は な か っ た が 、 高 度 成 長 下 に お い て 太 平 洋 ベ ル ト 地 帯 の ポ テ ン シ ャ ル が さ

ら に 向 上 す る こ と に よ り 、 図 7 . 1 4 の よ う に 大 都 市 圏 を 中 心 と す る 圏 域 構 造 が さ ら に 強 ま っ て い

る 。 こ の 時 期 前 半 の 経 済 振 興 な ど の 政 策 に 対 し て は 、 大 都 市 圏 を 中 心 と す る 構 造 を 形 成 す る こ と

に よ り 、 国 土 全 体 で の 効 率 的 な 発 展 と い う 目 的 を 果 た し た と 考 え ら れ る 。 し か し 、 後 半 の 格 差 是

正 な ど の 政 策 に 対 し て は 、 都 市 部 と 地 方 部 と の 格 差 が 拡 大 し た と 考 え ら れ 、 少 な く と も 1 9 7 5 年 に

お い て は そ の 目 的 を 達 し て い な い と 考 え ら れ る 。 し か し 、 東 北 地 方 で は 宮 城 県 付 近 を 中 心 と す る
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表7.12　期待所要時間の変遷（4時間以下となった年次）　(表3.16を再掲)
北 海 道 ・ 東 北 関 東 北陸・甲信越 東海 近 畿 中 国 四国 九 州

訪＼発 札
幌
青
森
盛
岡
仙
台
秋
田
山
形
福
島
水
戸
宇
都
宮
前
橋
浦
和
千
葉
東
京
横
浜
新
潟
富
山
金
沢
福
井
甲
府
長
野
岐
阜
静
岡
名
古
屋
津 大津

京
都
大
阪
神
戸
奈
良
和
歌
山
鳥
取
松
江
岡
山
広
島
山
口
徳
島
高
松
松
山
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

北 札幌
海 青森 △
道 盛岡 △ △××× × ×
・ 仙台 △ ○▲ △×××××
東 秋田 ××

山形 ×△ ○ × × ×
北 福島 ×▲ ○ ×△×△×△×

水戸 × × ▲△▲○▲○ △
宇都宮 ×△ ×△▲ ○●○▲▲× × △×

関 前橋 × ××▲ ▲○▲○× ×△ ×
浦和 ×× ×△▲●● ▲■■× △×△○△ △△

東 千葉 × ×○○△▲ ●▲× △ ×△△ △
東京 ×× ×▲▲○■● ■× ○ △○△△△△△ △
横浜 × ×○▲○■▲■ × △ △▲△××△△

北 新潟 ××× ×× ×
陸 富山 × ●△ × ×△
・ 金沢 ● ● △ △ △△△
甲 福井 △▲ △△△×△△△△△
信 甲府 ×× △△○△ × ×
越 長野 ×△△ × × ×

岐阜 × △△ △ ○■□▲▲○○○× △
東 静岡 ××△×○△○▲ × ○ ○△△△△×× ×
海 名古屋 × △△△△ ×△ ■○ ▲▲▲○○○△ △×

津 △ ▲△● ▲▲▲▲▲ ×
大津 △× ×△ ▲△▲○ ■■●▲▲ △△ ×
京都 × △× △△ ▲△▲▲■ ■■■▲ △△ × ×

近 大阪 ○△ ×△ ▲△○▲■■ ■■▲ ○△×△△ △
畿 神戸 △ △ ○△○△●■■ ▲▲ ▲△ × ×

奈良 △ △ ○△○▲●■■● ▲ △△ ×
和歌山 × × △△▲▲●▲▲ △×
鳥取 ○

中 松江 ○ ×
岡山 △ △ △○○▲△△ ○△×▲ △

国 広島 △ △△△△△ ○ △ ×× △× ×
山口 △△ △× ×
徳島 △ × × ○

四 高松 × ×△△△ ▲△ ○ △
国 松山 ×△ △

高知 △
福岡 × △△△ ●△○△
佐賀 ×△× ● ○○×

九 長崎 △○ ×
熊本 ×× ○○× △

州 大分 ×× △
宮崎 ×
鹿児島 × △

（片道4時間以下 ■:1898年から ●:1915年から ▲:1934年から □:1950年から ○:1961年から △:1975年から ×:1990年から）



構造も見られるようになり、地方都市を中核とする圏域構造の形成が一部ではあるが見られる。

(6)人口分布等への影響

　 人 口 分 布 等 に 大 き な 影 響 を 与 え る こ の 時 期 の 政 策 と し て は 、 新 産 業 都 市 な ど の 先 行 的 な 産 業 配

置政策による地方部での振興策や、高速道路整備による沿線での人口の変化などが考えられる。

　 産 業 の 先 行 的 な 配 置 政 策 に 関 し て は 、 図 7 . 1 5 の よ う に 、 工 業 整 備 特 別 地 域 で は 若 干 の 人 口 増 で

は あ る も の の 、 新 産 業 都 市 で は そ の 後 の 地 域 人 口 の 増 加 に は 結 び つ い て お ら ず 、 必 ず し も 政 策 の

目的を達し得ていない。

　 一 方 、 高 速 道 路 網 の 整 備 に つ い て は 図 7 . 1 6 の よ う に 、 整 備 に よ る 沿 線 地 域 の 人 口 増 の 効 果 が 見

られ、地域振興に対する効果があったと考えられる。

　 都 道 府 県 ご と の 新 幹 線 や 航 空 路 線 の 整 備 時 期 の 差 に よ り 図 7 . 1 2 お よ び 図 7 . 1 3 の よ う に こ の 時 期 に

お い て 相 対 的 な 交 流 可 能 性 の 全 国 的 な 差 が 拡 大 す る 時 期 が 存 在 し て い る 。 こ れ に よ り 、 全 都 道 府

県 が 一 時 的 に 高 速 交 通 網 の 整 備 さ れ た 地 域 群 と そ う で な い 地 域 群 に 分 か れ た と 考 え ら れ 、 全 国 的

な 国 土 構 造 の 形 成 に 大 き な 影 響 が あ っ た と 考 え ら れ る 。 こ の よ う な 新 幹 線 や 航 空 路 を 含 め た 全 国
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的 な 高 速 交 通 網 の 整 備 の 影 響 と し て は 、 6 . 4 に お け る 分 析 で 示 さ れ た よ う に 、 全 国 的 に 地 域 間 で の

国 土 機 能 を 分 担 す る よ う な 圏 域 が 形 成 さ れ 、 交 通 網 で 結 ば れ た 圏 域 全 体 と し て は 発 展 し 、 個 々  の

都 道 府 県 に 着 目 し た 場 合 は 必 ず し も 地 域 人 口 の 増 加 に は つ な が っ て い な い も の の 、 圏 域 全 体 と し

て発展するという状況が発生していると考えられる。

7.2.5　オイルショック以後の低成長期の政策に関する効果の考察

(1)政策の概要

　 オ イ ル シ ョ ッ ク 以 後 の 低 成 長 期 の 政 策 と し て は 、 表 7 . 1 3 の よ う な 政 策 が 行 わ れ て い る 。 三 全 総

で は 地 域 間 格 差 是 正 な ど を 目 的 と し て い る も の の 、 高 度 成 長 期 に お け る 政 策 と 同 様 の 産 業 の 先 行

的 配 置 な ど の 方 法 に よ り 対 応 を 行 お う と し て い る 点 が み ら れ る 。 し か し 、 四 全 総 で は 地 域 間 交 流

を 主 体 と し た 政 策 へ と 変 化 し て き て お り 、 低 成 長 下 に お い て 基 本 的 な 産 業 政 策 が 変 化 し て き て い

る。

(2)国土の整備状況

　 こ の 期 間 中 に は 、 全 国 的 な 高 速 交 通 網 整 備 が 更 に 進 行 し 、 1 9 7 5 ( 昭 和 5 0 ) 年 お よ び 1 9 9 0 ( 平 成 2 ) 年

で は 表 7 . 1 4 の よ う な 交 通 網 と な り 、 東 海 道 ･ 山 陽 ･ 東 北 ･ 上 越 の 各 新 幹 線 が 開 業 し 、 多 数 の 航 空 路 線
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図7.16　高速道路の整備された市町村の
　　　　　　　　　　人口増加率の平均(図5.23を再掲)

表7.13　昭和～平成(低成長)期の政策と検討項目(表2.13の一部を再掲)
考察の視点

時 期 目 的 方法 法整備など 実施事項 実施による主な影響

所
要
時
間

交
流
可
能
性

圏
域
構
造

人
口
分
布

低 産業配置による人口変化 ●
昭
和
成 格差是正

低成長へ
の対応

定住圏構想
第三次全国総合開
発計画(1977)

産業の地方分散策
東京を頂点とする圏域構
造の変化 ●

長
地方都市を中心とする圏
域構造の形成 ●

都市間の所要時間変化 ●

平 格差是正 多極分散
全国一日交通圏

第四次全国総合開
発計画(1987)

基幹交通網整備
所要時間変化に伴う交流
可能性の変化 ●

成
交流ネットワー
ク構想

高規格幹線道路網
計画

交流可能性の変化に伴う
地域間の結びつきの変化 ●



が運行されるなど、ほぼ現在の交通体系となっている。

(3)都市間の所要時間への影響

　 高 速 交 通 機 関 の 大 幅 な 整 備 に よ り 、 都 市 間 の 所 要 時 間 も か な り 短 縮 さ れ て き て い る 。 四 全 総 に

お け る 「 全 国 一 日 交 通 圏 」 は 全 国 の 都 市 間 を お お む ね ３ 時 間 以 内 で 結 ぶ こ と を 目 標 と し て お り 、

単 に 交 通 機 関 に よ る 移 動 時 間 の 点 で は 表 7 . 1 5 の よ う に 1 9 9 0 年 で は 大 部 分 の 都 市 間 で 達 成 さ れ て い

る 。 し か し 、 期 待 所 要 時 間 が ４ 時 間 以 内 と な っ た 年 次 を 示 し た 表 7 . 1 2 の よ う に 、 交 通 機 関 の 運 行

頻 度 や 乗 り 継 ぎ を 考 慮 し た 実 質 的 な 利 便 性 の 点 で は 、 1 9 9 0 年 に お い て も 達 成 さ れ て い る 都 市 間 は
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　　表7.14　1975(昭和50)年および1990年(平成2)年における交通網の概要 (表3.9の一部を再掲)
時期 交通網の概要

1975年
(昭和50年)

東海道･山陽新幹線が全通し,航空路線もかなり普及している　特に新幹線の延伸の影響として,西日本方面の交通利
便性が比較的高くなった時期でもある　

1990年
(平成2年)

東海道,山陽,東北,上越の各新幹線が開業し,青函ﾄﾝﾈﾙ,瀬戸大橋の開通によって北海道,本州,四国,九州の全都道府県
が鉄道でつながっている　航空路線も増加し,沖縄を含めたﾈｯﾄﾜｰｸができている　

表7.15　最短所要時間の変遷（片道4時間以下となった年次）(表3.17を再掲)
北 海 道 ・ 東 北 関 東 北陸・甲信越 東海 近 畿 中 国 四国 九 州

訪＼発 札
幌
青
森
盛
岡
仙
台
秋
田
山
形
福
島
水
戸
宇
都
宮
前
橋
浦
和
千
葉
東
京
横
浜
新
潟
富
山
金
沢
福
井
甲
府
長
野
岐
阜
静
岡
名
古
屋
津 大津

京
都
大
阪
神
戸
奈
良
和
歌
山
鳥
取
松
江
岡
山
広
島
山
口
徳
島
高
松
松
山
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島

北 札幌 ××△△×× × ○×△ × ×
海 青森 × ○×○ × × △△ ××
道 盛岡 ×▲ ●△×△ ×××××× ×
・ 仙台 △×■ ×□■○△×△×○×× ×× ×× ××××× ×
東 秋田 △○△× ○× × △△△ ××

山形 × △□○ ● △×△△△△△ × ××××
北 福島 ××△■×● ×▲×△×△△× × ××

水戸 ×▲ × ■○●▲●▲× △ △△
宇都宮 ×△ △▲■ ●■▲●▲× △■×△△ ×

関 前橋 ×× ××▲● ■▲▲▲△×× ×■ △△
浦和 ×××△×△○▲■■ ●■■△△ ×○■△▲○×△△○△△ × ×× ×△△×△ △△

東 千葉 × ×△ △×▲▲▲■ ■■△× ○×△▲△××△△ × ×× ××△×△ ×
東京 ○△△○△△△●●▲■■ ■○△×△▲■○▲○△○○○○△△△×△△×△△△△△△××△△×
横浜 ×××△△△△▲▲▲■■■ △△××▲■△●○△△△○△△△△××× △△△×△ △△×

北 新潟 × ××△×××△△△○△ △× ×○ △× △△××
陸 富山 ××××△△△ ●▲ ○△ △ △△×××
・ 金沢 × × △● ■ △○×○×○○△△△ × ×
甲 福井 × × × ××△×△▲■ ○△○△▲▲○○○△ △× ×
信 甲府 × ××△×○○▲▲× ○×▲△
越 長野 × ×■△×△△○○△ ○ △ △ ×

岐阜 × × △△○△ △○▲×△ ▲■●■■▲▲▲○ △△ × ××
東 静岡 ×× ×△△△▲□▲■× ×△▲ ▲ ●○△○△△△× △×
海 名古屋 × × ×△△△△△○○×△○○×△■● ■■●▲▲▲○△ △△×△△△×△ ×△×

津 △×△△ △△ ●○■ ■▲▲▲●▲ △×
大津 × △△△△×△○▲ ■△■■ ■■■■▲△ ▲△×△○△△△ △△×
京都 × × × △△○△×△○▲ ■○●▲■ ■■■▲△△▲△×○○○○○×××○○×

近 大阪 ×× △×××△△ ○△○○××△○ ▲△▲▲■■ ■■●△○●○△○○○○○△××○○△
畿 神戸 × △△△△×××○ ▲△▲▲■■■ ■●△△■△×○○○○○ △△×

奈良 × △ △△××△○ ▲△▲●■■■● ●△×▲△×△○△△△× △△×
和歌山 △ ×× ○×○▲▲●●●● △ ○△×△△△△△ △△
鳥取 × ××△× △ △△△△△△ ●○△ △△ △△

中 松江 × △△△△ ● ○× × ×
岡山 △× ×△ △△△△○▲●■○△○○ ▲△○●△△△× ×△△

国 広島 ×× × △×△×△△○△△△××▲ ▲×△○ △△ △△ ×
山口 × × ×△△× △▲ ×× ▲△×△△
徳島 ××△× △ ○○○○○○ ○× □△○△ △△

四 高松 × △× × △ ○○○○○△△ ●△×□ ○○△× × △
国 松山 △ △△ △ △○○○△△△ △△×△○ △△△ ○○△×

高知 × △ △○○○△△ △ ○○△ × △
福岡 × × △△△△ ×× △ △△○△△△ ×△△□△△△△ ■▲■○○○
佐賀 △△ △△○ △××■ ●●△△×

九 長崎 ×× ▲● ○○××
熊本 △ ×△× ×○ ●●○ ○ ○

州 大分 △ △△○△△ ×△△ △○ ○○○○ ○
宮崎 △△ △ △△○△△△ △×× △△○×× ○ ▲
鹿児島 ×× × × ○××○△▲

（片道4時間以下 ■:1898年から ●:1915年から ▲:1934年から □:1950年から ○:1961年から △:1975年から ×:1990年から）



大都市相互の場合や近県間などであり、実際には政策目標は達成されていない。

(4)交流可能性への影響

　 こ の 時 期 に は 交 流 可 能 性 の 全 国 的 な 差 は 縮 小 し て お り 、 政 策 の 成 果 が 見 ら れ る が 、 図 7 . 1 7 の よ

う に 、 近 代 的 交 通 網 整 備 以 前 と 比 較 し た 場 合 、 長 期 的 な 人 口 分 布 の 変 化 な ど に よ り 交 流 可 能 性 の

全国的な差は完全には無くなっていないことがわかる。

(5)圏域構造の変化

　 こ の 時 期 に は 交 流 可 能 性 の 全 国 的 な 差 は 縮 小 傾 向 に あ る も の の 、 大 都 市 圏 と 地 方 部 と の 交 流 可

能 性 の 差 は 大 き く 、 図 7 . 1 8 の よ う に 地 域 間 の 結 び つ き は 大 都 市 部 を 中 心 と し た 構 造 と な っ て お

り、東京などを頂点とする構造を変えるには至っていない。

(6)人口分布等への影響

　 こ の よ う な 大 都 市 部 を 中 心 と す る 構 造 の 下 で 、 図 7 . 1 9 の よ う に 、 産 業 な ど の 発 展 の 方 向 性 に も
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図7.18　1990年における交流可能性値の成分が最大となる交流目的地を結んだ構造（図4.23を再掲）

図7.17　ACSシェア値の比較
　　　(「道路」と1990年の比較、図4.17を再掲)
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図7.19　地域変化の特徴からみた分類結果の分布
(図6.4を再掲、分類記号については6.4節を参照)



大 都 市 部 と 地 方 部 で 差 が 生 じ 、 全 国 的 な 圏 域 構 造 を 形 成 す る 傾 向 に あ る 。 多 極 分 散 型 国 土 の 実 現

に 関 し て は 、 同 図 で 宮 城 や 福 岡 を そ れ ぞ れ 核 と す る 圏 域 構 造 が 見 ら れ 、 一 定 の 効 果 が あ る と 考 え

ら れ る 。 し か し な が ら 、 全 国 的 に 東 京 を 中 心 と す る 大 規 模 な 圏 域 構 造 が 形 成 さ れ て お り 、 こ の よ

うな圏域構造を転換するには至っていない。

7.3　政策の長期的効果についてのまとめ

7.3.1　政策の達成状況

　 前 節 で は 各 時 期 の 政 策 に つ い て 、 長 期 的 な 効 果 に つ い て 考 察 を 行 っ た 。 こ れ ら に つ い て 政 策 の

所 期 の 目 的 に 対 す る 達 成 状 況 に つ い て 、 達 成 時 期 な ど を ま と め た も の が 表 7 . 1 6 で あ る 。 同 表 か ら

わ か る よ う に 、 明 治 期 の 全 国 的 な 鉄 道 網 整 備 に よ る 都 市 間 の 所 要 時 間 の 短 縮 の よ う に 、 政 策 が そ
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表7.16　国土と交通網整備政策の目的達成状況

時期 政　策 法整備 実施事項

1870

1880

1890

1900

1910

1920

1930

1940

1950

1960

1970

1980

1990

前 古都と東京を結ぶ 〃 東海道線建設 S P A B
明
期
重要港湾と都市を
結ぶ

特になし 新橋-横浜間、大阪-神
戸間(1874)鉄道建設

S A

治
主要地点間の移動
時間短縮

〃 幹線鉄道建設開始 S P A
後
期
東京と都道府県庁
所在地を結ぶ

鉄道敷設法(1892) 幹線鉄道網建設促進 S P A B

大 正 支線鉄道網の拡充
改正鉄道敷設法
(1922)

支線鉄道網建設促進 S P

戦
交通・産業の管理
強化

国家総動員法
(1938)

貨物輸送の重視 S B

前
高速道路建設 内務省の調査

(1940)
名神高速道路実施設
計着手

S ×
戦
時 高速鉄道建設

大東亜交通基本政
策(1942)

東京-下関間高速鉄道
建設着手

S ×

復
興
傾斜生産方式 国土総合開発法

(1950)
鉄道への重点投資 S A B

昭
高
度
太平洋ベルト地帯
構想

所得倍増計画
(1960)

太平洋ベルト地帯へ
の重点投資

S A B
経
済
拠点開発 全国総合開発計画

(1962)
新産業都市建設 S ×

成
長
輸送力増強 東海道新幹線計画

(1957)
新幹線開業(1964) S A

期 国土開発縦貫自動
車道建設法(1957)
道路整備緊急措置
法(1958) 名神・東名高速 S A

和
国土開発幹線自動
車道建設法(1966)

道路建設

高
度 幹線交通網等の整備 S P
成
長
大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ構
想

経済社会発展計画
(1967)

期
以

新全国総合開発
計画(1969)

幹線交通網上への工
業配置

S ×

降 広域生活圏構想 地方都市整備 S P
低
成
長
定住圏構想

第三次全国総合
開発計画(1977)

産業の地方分散策 S P

全国一日交通圏 第四次全国総合 基幹交通網整備 S P
平 成

交流ﾈｯﾄﾜｰｸ構想
開発計画(1987) 高規格幹線道路網計

画
S P

S:政策開始 P:一部目的達成 A:ほぼ目的達成 B:(その後の政策に関し)悪影響 ×:目的達成せず



の 所 期 の 目 的 を 達 成 す る ま で に は 、 か な り 長 期 を 要 し て い る も の が あ る 。 高 度 経 済 成 長 期 の 政 策

の よ う に 比 較 的 短 期 に 達 成 さ れ た 政 策 は む し ろ 少 な く 、 高 度 成 長 期 以 後 の 政 策 に つ い て は 現 在 も

目的を達するまでには至っていないと考えられる。

7.3.2　政策サイクルに関する考察

　 政 策 の サ イ ク ル に 注 目 す る と 、 戦 前 の 政 策 の サ イ ク ル と 戦 後 の 政 策 の サ イ ク ル に は 類 似 の 点 が

見られる。

　 明 治 期 の 全 国 的 な 鉄 道 ネ ッ ト ワ ー ク を 整 備 す る 政 策 に つ い て は 、 大 正 期 頃 ま で に 一 応 の 目 的 を

達 し た 。 そ の 後 、 大 正 期 以 降 は 地 方 部 で の 鉄 道 整 備 に よ り 大 都 市 部 へ の 人 口 な ど の 集 中 を 緩 和 す

る 政 策 へ と 移 っ て い る 。 し か し な が ら 、 明 治 期 の 政 策 に よ り 鉄 道 が 早 期 に 整 備 さ れ た 地 域 へ の 集

中 は 大 正 期 以 降 も 続 い た 。 こ の た め 、 大 正 期 の 改 正 鉄 道 敷 設 法 に つ い て は 、 地 方 部 で の 鉄 道 整 備

そ の も の は 行 わ れ 、 都 市 部 と の 交 通 利 便 性 の 差 を 縮 小 し た も の の 、 必 ず し も 本 来 の 目 的 で あ っ た

地方振興を達成し得たものではなかったと考えられる。

　 戦 後 に つ い て は 、 復 興 期 か ら 高 度 成 長 期 の 政 策 と し て 大 都 市 部 へ の 集 中 投 資 に よ り 効 率 的 に 国

力 を 回 復 し 、 1 9 7 0 年 頃 ま で に そ の 目 的 を 達 し た と 考 え ら れ る 。 全 総 計 画 ( 1 9 6 2 ) 後 は 、 地 方 部 の 振

興 を 目 的 と し た 政 策 が 行 わ れ る よ う に な っ て い る 。 し か し な が ら 、 い わ ゆ る 太 平 洋 ベ ル ト 地 帯 へ

の 大 規 模 な 投 資 に よ り 、 こ の 地 域 へ の 人 口 等 の 集 中 が 近 年 ま で 続 い て い る 。 こ の た め 、 全 総 計 画

以 降 の 地 方 部 で の 産 業 の 先 行 配 置 に よ る 地 方 振 興 策 や 交 通 網 整 備 に つ い て は 、 現 在 の と こ ろ 、 必

ずしも地方振興を完全に成し遂げるものとはなっていないのが実状であると考えられる。

　 こ の よ う に 、 交 通 網 整 備 な ど を 含 む 国 土 整 備 に 関 す る 政 策 は 、 そ の 影 響 が き わ め て 長 期 に わ た

り 、 政 策 の 所 期 の 目 的 を 果 た し た 後 も 影 響 を 及 ぼ し 続 け る 。 こ の た め 、 そ の 後 政 策 の 基 本 方 針 を

転 換 し た 際 に は 、 旧 来 の 政 策 が 悪 影 響 を 及 ぼ す 要 因 と な り 続 け る 場 合 が あ る 。 し た が っ て 、 時 代

に即した政策を、より効果的に実施するにあたっては、次の各点が重要であると考えられる。

(1)交通網等の社会基盤は、極めて長期にわたり地域や社会に影響を与えることを認識すること

(2)新たな政策立案においては、旧来の政策の影響が存在していることを認識すること

(3)政策の目標を明確に定めること

(4)政策の影響を確認する方法について明らかにすること

7.4　結語

　 本 章 で は 、 第 ３ 章 か ら 第 ６ 章 ま で の 分 析 結 果 も と に 、 国 土 整 備 や 交 通 網 整 備 に 関 す る 政 策 の 長

期的な効果について考察をおこなった。

(1)交通整備政策が国土に与えた長期的効果の考察

　7.2では、第３章から第６章までの分析結果もとに、各時期の政策の長期的効果をまとめた。
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　 7 . 2 . 1 で は 、 明 治 期 の 政 策 に 関 す る 効 果 の 考 察 を 行 っ た が 、 中 央 集 権 体 制 確 立 の た め の 都 市 間 鉄

道 網 整 備 は 政 策 開 始 後 4 0 ～ 5 0 年 を 経 た 大 正 期 頃 ま で に 実 現 し て い る が 、 比 較 的 短 時 間 で 東 京 と 結

ば れ る よ う に な っ た の は 戦 後 の 高 速 交 通 網 整 備 に よ っ て で あ る 。 ま た 、 昭 和 初 期 頃 に は 東 京 が 全

国 で 最 も 交 流 可 能 性 の 大 き な 地 域 と な っ て い る 。 産 業 振 興 の た め の 港 湾 都 市 と 大 都 市 と を 結 ぶ 目

的に対しては、明治初期の段階で達成されている。

　 7 . 2 . 2 で は 、 大 正 期 の 政 策 に 関 す る 効 果 の 考 察 を 行 っ た が 、 支 線 網 の 拡 大 に 伴 い 鉄 道 ネ ッ ト ワ ー

ク で 結 ば れ た 市 町 村 で は 、 鉄 道 整 備 が 行 わ れ な か っ た 地 域 と の 間 に 人 口 の 増 加 傾 向 に 差 が 生 じ て

お り 、 鉄 道 整 備 政 策 の 効 果 が み ら れ る 。 ま た 、 幹 線 鉄 道 網 は ほ と ん ど 変 化 し て い な い の で 全 国 的

な都市間交通による交流可能性の格差を生じなかったという副次的な効果もあった。

　 7 . 2 . 3 で は 、 昭 和 期 の 戦 前 ～ 戦 時 の 政 策 に 関 す る 効 果 の 考 察 を 行 っ た が 、 こ の 時 期 の 交 通 政 策 は

軍 事 目 的 の も の が 多 く 、 地 域 に 変 化 を も た ら す よ う な 政 策 は 少 な い 。 ま た 、 実 現 す れ ば 地 域 に 大

き な 影 響 を 与 え た で あ ろ う 高 速 交 通 網 整 備 政 策 も 実 現 し な か っ た た め 、 特 に 効 果 を 検 討 す べ き 政

策そのものが存在していなかった。

　 7 . 2 . 4 で は 、 戦 後 復 興 期 か ら 高 度 成 長 期 を 経 て オ イ ル シ ョ ッ ク ま で の 政 策 に 関 す る 効 果 の 考 察 を

行 っ た が 、 新 産 業 都 市 建 設 な ど の 拠 点 開 発 は 、 必 ず し も 地 域 人 口 の 増 加 に は 結 び つ い て い な い 。

高 速 交 通 網 の 建 設 に つ い て は 、 近 年 の 自 動 車 交 通 の 分 担 率 の 拡 大 を 反 映 し て 、 高 速 道 路 の 整 備 が

行 わ れ た 市 町 村 で は 人 口 増 加 率 が 全 国 平 均 を 上 回 っ て お り 、 整 備 の 効 果 が 見 ら れ る 。 ま た 、 新 幹

線 や 航 空 路 線 の 整 備 時 期 の 差 に よ り 、 1 9 6 0 年 前 後 に 一 時 的 に 交 流 可 能 性 の 全 国 的 な 差 が 生 じ て お

り 、 こ の 期 間 中 に 全 国 的 に 地 域 間 で の 国 土 機 能 の 分 担 体 制 が 形 成 さ れ た 可 能 性 が あ る 。 更 に 、 地

方 都 市 整 備 と そ の 都 市 を 核 と す る 圏 域 内 交 通 網 整 備 に よ る 地 方 分 散 策 に つ い て は 、 い く つ か の 地

方都市を核とする圏域構造が見られ、一定の効果があったと見られる。

　 7 . 2 . 5 で は 、 オ イ ル シ ョ ッ ク 以 後 の 低 成 長 期 の 政 策 に 関 す る 効 果 の 考 察 を 行 っ た が 、 こ の 期 間 中

に は 全 国 的 な 高 速 交 通 網 整 備 が 進 行 し 、 交 流 可 能 性 の 全 国 的 な 差 は 縮 小 し て お り 、 交 通 の 利 便 性

に 関 し て は 格 差 是 正 政 策 の 成 果 が 見 ら れ る 。 ま た 、 全 国 一 日 交 通 圏 構 想 に つ い て は 、 交 通 機 関 の

運 行 頻 度 な ど を 考 慮 し な け れ ば ほ ぼ 達 成 さ れ て い る が 、 実 質 的 な 交 通 利 便 性 を 考 慮 し て 分 析 を

行 っ た 場 合 、 1 9 9 0 年 に お い て も 達 成 さ れ て い る 都 市 間 は 大 都 市 相 互 の 場 合 や 近 県 間 な ど で あ り 、

政 策 達 成 は な さ れ て い な い 。 更 に 、 多 極 分 散 型 国 土 の 実 現 に 関 し て は 、 前 述 し た よ う に 一 部 で 地

方 都 市 を 核 と す る 圏 域 構 造 が 見 ら れ る が 、 全 国 的 に 東 京 を 中 心 と す る 大 規 模 な 圏 域 構 造 は 依 然 と

して存在している。

(2)政策の長期的効果についてのまとめ

　 7 . 3 で は 、 7 . 2 の 分 析 を も と に 、 政 策 の 開 始 や 目 標 の 達 成 な ど に つ い て 時 期 的 な 観 点 か ら 整 理 す る

と と も に 、 こ れ ま で の わ が 国 の 国 土 や 交 通 に 関 す る 政 策 の 実 施 と そ れ に 伴 う 影 響 の サ イ ク ル に つ

いて考察を行い、今後の政策立案において必要な視点について提案を行った。
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　 7 . 3 . 1 で は 、 7 . 2 の 分 析 を も と に 、 政 策 の 開 始 や 目 標 の 達 成 な ど に つ い て 時 期 的 な 観 点 か ら 整 理 し

た 。 そ の 結 果 、 政 策 が そ の 所 期 の 目 的 を 達 成 す る ま で に は 、 か な り 長 期 を 要 し て い る も の が あ

り、近年の政策については現在も目的を達するまでには至っていないことを示した。

　 7 . 3 . 2 で は 政 策 の サ イ ク ル に 注 目 し 、 戦 前 の 政 策 の サ イ ク ル と 戦 後 の 政 策 の サ イ ク ル に は 類 似 の

点 が 見 ら れ る こ と を 示 し た 。 ま た 、 国 土 整 備 に 関 す る 新 た な 政 策 を 実 施 す る に あ た っ て は 、 ( 1 ) 社

会 基 盤 整 備 は 極 め て 長 期 に わ た り 影 響 を 与 え 続 け る こ と を 認 識 す る こ と 、 ( 2 ) 旧 来 の 政 策 の 影 響 が

存 在 し て い る こ と を 認 識 す る こ と 、 ( 3 ) 政 策 の 目 標 を 明 確 に 定 め る こ と 、 ( 4 ) 政 策 の 影 響 を 確 認 す る

方法について明らかにすること、などが重要であることを述べた。
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